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はじめに

本稿では、グジャラート州政府の工業コミッショナー（Industrial Commissioner）（注 1）の監督下
に置かれているグジャラート州の中小零細企業（Micro, Small & Medium Enterprises: MSME）（注 2）

の個票データ（ユニット・データ）に基づき、中小零細企業の展開の特徴を分析し、かつ経営者の
社会的属性との関わりを考察する。今回の個票には、中小零細企業の設立を申請し認可された企業
の（1）申請者の氏名、（2）会社名、（3）住所、（4）事業体の投資額、（5）雇用数、（6）事業体の
分類情報（産業分類、カテゴリー、経営組織）、（7）申請者の姓、（8）宗教、（9）カースト、等の
項目が記載されている。これらの情報から、グジャラート州内の大地域分類や時期区分を作成し、
中小零細企業の地域分布と時期別展開を跡付ける。また、企業家の出自（宗教・カースト）が企業
のカテゴリー、経営組織、産業構成、投資額や雇用数などの企業の属性とどのように関わっている
のかを分析する。

1．分析資料の概要

（1）入手の経緯と資料の性格

MSME の個別データを入手した 2015 年 8 月時点では、データはデータ量に応じて有料で販売さ
れていた。カテゴリー（中、小、零細企業）の分類は原票ではされておらず、産業分類（製造業か
サービス業か）、および投資額に基づき、再構成されるようになっていた。このうち、性別は
Male,Null（実質的には Female）の区分であり、担当者の了解を得て、Null を Female に読み替えて
もらった。社会集団区分（注 3）については、SC，ST，OBC の証明書提出でチェック済み情報とのこ
とであった。最終的に、同オフィスから、2006 年 10 月 2 日から 2015 年 8 月 13 日までの 35 万
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785 件の認可事業のデータを受け取った。

（2）公刊州データとの異同

中小零細企業局は、経営者覚書（注 4）の年次報告書で 2007 年以降の中小零細企業の認可件数を含
む動向を報告している。2014/15 年度の報告書では、2007/08 年から 2014/15 年までの合計 32 万
1785 件の個票データが検討されている。筆者がグジャラート州政府から入手した経営者覚書の
データは、35 万件ほどであったので、3 万件ほどの違いがある。筆者が入手したデータは 2006 年
分を含み、かつ 2015 年についても 8 月分まで含んでいるためである。

2014/15 年度の報告書のデータに基づき、インド全体における中小零細企業の動向と、そのなか
でのグジャラート州の位置づけを検討しておこう。

表 1：上位 10 州の中小零細企業認可数の推移（2007/08-2014/15）

表 1 にみるように、全インドの中小零細企業認可数は、2007/08 年度の 17 万件から 2014/15 年度
には 43 万件へと増加している。この間、どの年度においても前年度の認可件数を上回っているが、
とくに年度間の伸び率が大きかったのは、2010/11 ～ 20111/12 年間と 2013/14 ～ 2014/15 年間であっ
た。前者ではタミルナドゥー州とグジャラート州、後者ではタミルナドゥー州とマハーラーシュト
ラ州の伸び率が大きい。同表では、2014/15 年度における認可件数の多い順番に州を配置してある。
上位 10 州を合わせると全インドの中小零細企業認可数の 90％以上の比率を占めており、認可件数
の分布は特定の少数の州に集中する傾向にあることがわかる。2009/10 年度からはタミルナドゥー
州が 1 位となっている。グジャラート州は、とくに 2011/12 年度以降、順位だけではなく、全イン
ドの認可件数に占める比率も大きく増加している。2014/15 年度には上位 3 州だけで全インドの中
小零細企業認可件数の 60％ほどを占めている。このように、グジャラート州はタミルナドゥー州
とともに中小零細企業設立の活発な中心的な地域を形成している。

中企業、小企業、零細企業では資本と雇用数の規模が大きく異なるので、認可件数に占めるカテ
ゴリー別の比率を、近年の認可件数の上位 2 州であるグジャラート州、タミルナドゥー州そして全
インドについて比較してみよう。カテゴリーは、プラントと機械への投資額を基準に産業別（製造
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業とサービス業）で別個に設定されている。ちなみに、製造業の場合は、投資額が 250 万ルピーま
でが零細企業、250 万ルピーから 5000 万ルピーまでが小企業、5000 万ルピーから 1 億ルピーまで
が中企業に分類されている。サービス業については、投資額基準が製造業よりも低く設定されてお
り、投資額が 100 万ルピーまでが零細企業、100 万ルピーから 2000 万ルピーまでが小企業、2000

万ルピーから 5000 万ルピーまでが中企業に分類されている。本稿の分析対象は中企業までである
が、それよりも投資額の規模が大きい事業は、大工業（Large Industry）と分類される。

表２：インド２州における年度別の認可件数に占めるカテゴリー別比率の分布

表 2 にみるように、中小零細企業の認可件数の上位 2 州のカテゴリー別認可件数比率の推移には
たいへん大きな違いがみられる。グジャラート州のカテゴリー別認可件数比率の経年変化の特徴
は、中企業と小企業の比率が逓減しているのに対して、零細企業の比率は逓増傾向を示している点
にある。グジャラート州では中企業は、2007―14 年間に、1.3％から 0.4％に減少、小企業は 25.2％
から 6.6％に減少、零細企業は 73.5％から 93％に増加している。

タミルナドゥー州は小企業及び中企業のプラント及び機械類への投資額の比較的大きい事業が認
可件数の 37％もの比率を占めるのに対して、グジャラート州では零細企業が中小零細企業の認可
件数の 93％もの高率を示している（2014/15 年）。全インドのカテゴリー別認可件数比率の経年変
化も、タミルナドゥー州と同様に、中企業と小企業の比率の増加、零細企業の比率の減少がみられ
る。ただし、比率の増減幅はタミルナドゥー州の場合よりも格段に小さく、中企業は、2007―14

年間に、0.3％から 1.9％、小企業は 9.8％から 16.7％への増加に過ぎない。タミルナドゥー州は
2011/12 年以降、インドにおける中小零細企業の認可件数の 25％～ 34％を占めているため、同州
のカテゴリー別の認可件数比率の推移は全インドのカテゴリー別比率の動向に大きな影響を与えて
いる。

表３：中小零細企業数上位３州における宗教別企業者数比率の分布（2006 年） 
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次に、宗教別の中小零細企業者数の分布を検討してみよう。経営者覚書の報告書には、宗教別の
企業者数が掲載されていないので、表 3 には 2006 年の第 4 次中小零細企業センサスの調査結果（企
業数上位 3 州）を掲載する。関連する宗教として、6 宗教のみを記載し、他の宗教は「その他」に
まとめてある。まず、インドの宗教別の人口比率と中小零細企業数比率を比較すると、後者が前者
を上回っている宗教、すなわち人口比率以上に中小零細企業活動に参入している宗教は、ヒンドゥー
教、スィク教、キリスト教、ジャイナ教の 4 宗教である。ヒンドゥー教の場合は、中小零細企業数
比率が宗教人口比率をほんのわずか上回っているのに対し、人口規模の小さいスィク教とキリスト
教の中小零細企業数比率は宗教人口比率を倍近く上回っている。ジャイナ教は、商工業経営者の層
の厚いことで知られているが、中小零細企業経営への参入は人口比率を若干上回る程度であり、多
くのジャイナ教徒経営者は中小零細企業法に基づく制度を利用していないとおもわれる。これらの
宗教と反対に、イスラム教と仏教の場合は、中小零細企業者数比率は宗教人口比率を下回っている。
それでもイスラム教の中小零細企業者数比率はインド全体で 9.1％もの規模で、ヒンドゥー教に次
いでいる。仏教の場合は、旧不可触民カーストからの改宗者が主体であるために、商工業経営活動
は不活発であり、この脆弱性が人口比率を大きく下回る中小零細企業者数比率の低さに表れている。

グジャラート州における宗教別の中小零細企業者数の分布の特徴は、（1）ヒンドゥー教の場合は
中小零細企業者数比率と宗教人口比率がほぼ一致していること、（2）イスラム教の中小零細企業者
数比率は宗教人口比率を大きく下回り 1.5％に過ぎないこと、（3）スィク教とキリスト教は宗教人
口比率を大きく上回る中小零細企業者数比率を示していること、（4）グジャラート州における強力
な商工業コミュニティを形成するジャイナ教徒は、中小零細企業の申請をほぼ行っていないこと、

（5）全インドの仏教徒と同様に、グジャラート州の仏教徒も商工業経営活動は不活発であること、
とまとめられる。

本稿の主要な課題は後進的な階級や集団の経営参入の実態把握にあるので、グジャラート州にお
けるイスラム教徒の中小零細企業者数比率が極端に低い理由の解明は重要な検討課題となる。全イ
ンドでもイスラム教徒の中小零細企業者数比率は宗教人口比率を下回っているが、これほど大きな
乖離はみられない。数名のイスラム教徒経営者から聞き取りを行った際に、グジャラート州におけ
るイスラム教徒は地元社会のなかでより孤立化し、未組織なまま、経営展開も滞っているとの指摘
があった。グジャラート州には他州のイスラム教徒と異なった事情があり、それらが中小零細企業
活動の不活発な要因の一部となっている。グジャラート州での改宗仏教徒の人口比率は非常に小さ
い。さらに、彼らの中には留保制度の受益者（高等教育や公務職）が多いが、この層が直接に経営
者として事業に参入することは稀である。グジャラート州のジャイナ教徒は商工業経営の分野で有
力な集団をなすが、他の少数宗教であるスィク教やキリスト教と異なり、中小零細企業の制度を利
用しない理由もいずれ検討したい。
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2. 個票にみる中小零細企業の展開

本節では、グジャラート州政府から入手した経営者覚書の個票データに基づき、2006 年から
2015 年までの間に認可された中小零細企業の基本的な特徴を検討する。前節で検討した 2014/15

年の年次報告では、中小零細企業の経営者覚書データは州別（一部は県別）年度別（4 月―3 月制）
に編纂され、2007/08 年から 2014/15 年までカバーされている。これらのデータは前節で、主に州
別比較および全インドのなかでのグジャラート州の位置づけを行うために活用した。

個票データの利点は、諸種の変数（地域分布、産業構成、経営組織、会社形態、投資額、雇用数、
宗教・カースト構成、社会集団）間のクロス分析、平均分析、相関分析などができる点にある。本
稿では、（1）経年変化、（2）地域別展開、（3）宗教・カースト別展開を軸に、それらと他の変数と
の関連を分析する。

（1）経年変化（4区分）

個票データの変数のひとつに、認可年があるので、2006 年から 2015 年までの 10 年間のデータ
を年度別に編纂できる。しかし、これだと 10 年間の認可事業数、投資総額、雇用総数の大まかな
動向をみるのには適しているが、年度別に登録認可数が変動しているので、また 10 区分と区分数
が多いために、諸種変数の経年変化の動向を的確に捉えることは難しい。そのため、本稿では認可
総数を認可年月日順に 4 等分に区分し、時期別の動向分析を行う。こうすると、各時期における申
請認可件数が同数になるので、各時期における諸種変数の比率の変動がそのまま動向を示す指標と
なる。なお、時期別 4 期の第 1 期は、2006 年 10 月 6 日から 2011 年 5 月 16 日まで、第 2 期は、
2011 年 5 月 16 日から 2012 年 11 月 5 日まで、第 3 期は 2012 年 11 月 5 日から 2014 年 5 月 14 日ま
で、第 4 期は 2014 年 5 月 14 日から 2015 年 8 月 31 日までである。申請認可件数は 2006 年から暫
くの間、比較的少数であったので、第 1 期は 2006 年から 2011 年まで 6 年間に渡っているが、そ
の後は申請認可件数が急増したので、第 2 期と第 3 期は各々 1 年半ほど、第 4 期は 1 年 3 か月ほど
の期間となっている。

１）産業構成

まず、産業構成の経年変化から検討しよう。表 4 にはセクション A から U まで 21 種類の産業別
の認可企業数の時期別の実数と時期別企業総数に占める産業別企業数の比率の双方が表示されてい
る。全時期の認可企業総数がとくに大きいのは、「製造業」「卸売業・小売業：自動車・オートバイ
の修理」「管理およびサポートサービス活動」で各々認可企業総数の 63.5%,19.7%,5.2% を占めてい
る。これらの 3 産業だけで、認可企業総数の 88.4％を占めている。それらに「建設」「採掘と採石」

「情報とコミュニケーション」「専門的、科学的、技術的活動」が続いている。
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表４：産業構成（セクション）別認可企業数の時期別分布

時期別の比率の変動の特徴は、（1）「製造業」の比率は第 1 期から第 4 期にかけて大きく減少し
ていること、（2）「卸売業・小売業：自動車・オートバイの修理」の比率は第 1 期から第 2 期にか
けて大きく上昇し、そのまま第 4 期まで続いていること、（3）「管理およびサポートサービス活動」
の比率は、「製造業」と対照的に第 1 期から第 4 期にかけて増加していること、とまとめられる。
とくに「製造業」は第 1 期には 85％もの高率であった。それが第 4 期までに 32 ポイントも減少した。
これに対して、「管理およびサポートサービス活動」や比率自体は小さいが、「採掘と採石」「建設」

「宿泊施設と奉仕活動」「専門的、科学的、技術的活動」「不動産活動」などグジャラート州の経済
発展に対応し需要や市場が拡大している産業における認可企業数比率が伸びている。

２）カテゴリー形態

表 5 にみるように、3 種類に区分されているカテゴリーのうち、全期間を通して認可企業数がもっ
とも多いのは零細企業で 90.2％を占めている。それに小企業が 9.4％、中企業が 0.5％で続いている。
前節で検討したように、グジャラート州では中小零細企業数に占める零細企業数比率が圧倒的に大
きい。資金力や技術力に乏しい人々も多数企業活動に参入しているためである。経営者の裾野が広
がりをみせている反面、経営基盤の脆弱な層が厚い。全期間を通した中小零細企業総数に占める製
造業の比率は 59％、サービス業は 41％となっている。

時期別の企業数比率の変動の特徴は、カテゴリー別では、（1）小企業と中企業は第 1 期における
企業数比率が全期間を通してもっとも大きく、第 2 期以降はそれが半分以下に減少したこと、（2）
これに対し、零細企業の企業数比率は第 1 期が 82％であったのが、第 2 期以降、92 ～ 93％台に増
加したことにある。このように、グジャラート州における第 1 期の特徴は資本投資額と雇用数の大
きい中小企業の企業数比率が比較的優勢な点にあった。ところが、第 2 期に入ると零細企業数比率
が大きく増加した。それ以降、第 4 期までのカテゴリー別の企業数比率の変動はきわめて小さかっ
た。産業分類別では、（1）中小零細企業全体の「製造業」の企業数比率は第 1 期には 84％ときわ
めて高く表れていたが、第 2 期以降逓減し、第 4 期には 45％まで減少したこと、（2）これに対し、
中小零細企業全体の「サービス業」の企業数比率は第 1 期には 16％に過ぎなかったのが、第 4 期
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には 55% まで増加したこと、（3）すべてのカテゴリーについて、「製造業」の企業数比率は第 1 期
から第 4 期にかけて減少していることが指摘できる。

表５：カテゴリー別認可企業数の時期別分布

３）経営組織

表 6 には、6 種類の経営組織を表示してある。原票には、この他に、「自助グループ」（Self Help 

Group）、「信託」（Trust）、「記載なし」の企業が含まれているが、それらの企業数は合計しても
500 に過ぎないので、一括して「その他」に表示した。企業数がもっとも多い「個人企業」（Proprietor）
は、製造業とサービス業の双方にみられる。それに次ぐ「パートナーシップ」(Partnership) と「有
限会社」(Private Limited Company) では、ともに製造業が主要な産業分類となっている。この 3 種
類の経営組織で全企業数の 99.2% を占めている。「株式会社」（Public Limited Company）は比較的
少数であり、登録企業数の 0.3％ほどに過ぎない。「ヒンドゥー家族会社」（Hindu Undivided 

Family）はヒンドゥー教徒の合同家族を単位とする会社である。また、グジャラート州では「協同
組合」（Co-Operative）が比較的展開しており、登録企業数の 0.2％ほどを占めている。

時期別の経営組織別産業別企業数比率の変動の特徴は、（1）産業別企業数比率が大きく変動し、
第 1 期には製造業が 80％以上の比率を占めていたのが、第 2 期以降は急減し、第 3 期と第 4 期に
はサービス業の比率を下回る 40% 台に落ち込んだこと、（2）経営組織別企業数比率では、第 1 期
に 76％であった個人企業が第 2 期以降は 90% 前後に比率を上げたこと、（3）これに対して、第 1

期の企業数比率が個人企業に次ぐパートナーシップと有限会社は、第 2 期以降に企業数比率が大き
く減少したこと、（4）しかも、パートナーシップと有限会社の企業数比率の減少は、製造業での企
業数の大幅な減少が主因となっていること、（5）株式会社の企業数比率は、第 2 期以降大きく減少
したこと、（6）協同組合の企業数比率も、第 2 期以降大きく減少したこと、（7）ヒンドゥー家族会
社の企業数比率の変動の幅は、他の経営組織よりも小さいが、主要な産業は製造業からサービス業
に切り替わっていることが確認できる。
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表６：経営組織別業態別企業数の時期別分布

４）投資額と雇用数

カテゴリー別企業の投資額と雇用数の時期別変化を表 7 で検討してみよう。同表での平均値とは
企業当たりの数値のことである。比率は、総合計（全期の合計）に対する各時期各カテゴリーの投
資総額や雇用総数の比率を表示した。各時期の企業数は同数なので、比率は時期間の変動をみるの
に適しているためである。

表７：カテゴリー別企業の投資額と雇用数の時期別分布

投資額と雇用数はもっとも重要な経済指標であり、その動向には、これまで検討してきた産業構
成、カテゴリー構成、経営組織の変動のほかに、技術革新などの多様な要因が影響を与えている。
時期別の投資額の変動の特徴は、（1）企業当たりの投資額が、中企業では第 1 期から第 4 期にかけ
て増加しているのに対して、小企業では横ばい、零細企業ではとくに第 1 期から第 2 期にかけて大
きく減少したこと、（2）総投資額に占めるカテゴリー別投資額比率は、全てのカテゴリーで第 1 期
から第 2 期にかけて大きく減少したが、中企業ではその後逓増していること、小企業では横ばい、
零細企業では第 2 期からさらに若干比率が逓減したこと、（3）しかし、第 1 期と第 4 期の総投資額
に占めるカテゴリー別投資額比率を比較すると、小企業と中企業では比率は大きく落ち込んでいる
のに対して、零細企業の同比率の減少は比較的少ないこと、が確認できる。また、全期を通したカ
テゴリー別投資額比率では、小企業が 47％と投資額合計の半分弱を占め、それに零細企業が 37％
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で続いている。中企業の投資総額は、16％と大変小さく、前節で検討したように、タミルナドゥー
州と対照的である。

時期別の雇用数の変動については、（1）企業当たりの雇用数は、いずれのカテゴリーにおいても、
第 1 期から第 2 期にかけて大きく減少し、その後も中企業と小企業では逓増傾向にあるが、零細企
業では横ばいで推移していること、（2）総雇用数に占めるカテゴリー別雇用数比率でも、全てのカ
テゴリーで第 1 期から第 2 期にかけて大きく減少し、その後は企業当たりの雇用数と類似の動向を
示していること、（3）ただし、第 1 期と第 4 期の総雇用数に占めるカテゴリー別雇用数比率を比較
すると、零細企業の同比率の減少は比較的少ないことが確認できる。全期を通したカテゴリー別雇
用数比率では、零細企業が 69％もの高い比率を示しており、グジャラート州の雇用創出に零細企
業が大きく貢献していること、その役割は近年ますます大きくなっていることを確認できる。

５）地域分布

グジャラート州は大きく 4 つの地域に区分されている。個票には県名が記載されており、それに
基づき 4 地域区分を行った。中央グジャラートにはアーメダバード市、北グジャラートにはガン
ディーナガル市、半島部にはラージコート市、南グジャラートにはスーラト市などが含まれる。こ
れらのうち、アーメダバード市、ラージコート市、スーラト市は植民地期から商工業が展開してい
たが、独立以降、新興工業都市が形成されるとともに、工業団地もグジャラート各地に形成された。

表 8 にみるように、時期別の地域別カテゴリー別企業数とその比率の変動の特徴は、（1）地域別
の全期をとおした中小零細企業数比率では、南グジャラートが全体の 49％、すなわち約半数の高
い比率を示し、それに中央グジャラートが 34％で続いていること、（2）地域別企業数に占めるカ
テゴリー別企業数比率を比較すると、北グジャラートでは中企業と小企業の相対的な比率が比較的
高い（換言すると、零細企業がそれほど展開していない）のに対して、南グジャラートと中央グジャ
ラートでは零細企業の相対的比率が圧倒的に高いこと、（3）企業数および企業数比率の時期別変化
では、4 地域のなかで唯一南グジャラートのみが全期をとおして企業数および企業数比率をコンス
タントに増加させているのに対して、他の 3 地域では、第 1 期から第 2 期にかけて企業数および企
業数比率が減少した後、横ばいあるいは逓減の状態が続いていることが指摘できる。前稿（篠田
2017）で検討した大規模工業の立地と異なり、グジャラート州では南グジャラートが中小零細企業
の中心的な成長センターを形成しており、その勢いに衰えはみられない。
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表８：地域別カテゴリー別企業数の時期別分布

３．宗教・カースト集団と中小零細企業

ここでは、個票データの姓・タイトル情報に基づき、宗教・カースト集団を再構成し、その地域
分布、産業構成、経営組織、会社形態、投資額、雇用数の特徴を検討する。宗教・カースト集団は
表 9 にみるように、「バラモン」から「不明」までの 12 種類に区分してある。この区分を作成した
手順は、以下のとおりである。まず、個票の代表者名の情報から姓・タイトル情報を摘出し、その
中から度数が 200 人以上の姓・タイトル情報を選択した。姓・タイトル分析に基づき、それらを以
下の 12 種類に区分した。この区分は、筆者が他の論文（グジャラート州政府製造業者名簿やグジャ
ラート商工会議所名簿の分析）で試みたのと同じ姓分析の方法論にしたがい行った。ただし、中小
零細企業の分析には、これまでの関連論考と異なる区分も必要になったために、新たに「部族民」「そ
の他後進諸階級」「パンジャービー」の区分を加えた。「パンジャービー」とはインド北部に位置す
るパンジャーブ州の人々あるいはその言語を意味する。スィク教徒の多くはパンジャーブ州出身な
ので、彼らを補足するために設定した区分である。グジャラート人と異なる地域の姓・タイトルは

「非グジャラーティー」、姓・タイトルの帰属が推測できないものは、「不明」に入れた。度数が
200 未満の姓・タイトル情報は今回の姓分析の対象外なので、「その他の姓（度数 200 未満）」に含
めた。ただし、度数の大きな姓が乏しい「部族民」「その他後進諸階級」「パンジャービー」につい
ては、分析対象のサンプルを増やすために、200 未満の姓・タイトルを一定数組み入れたが、追加
分の情報数は非常に小さいので、分析に支障は生じない。
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表９：宗教・カースト集団別の中小零細企業代表者数と比率の分布

表 9 にみるように、「その他の姓（度数 200 未満）」は代表者総数の 44％を、度数 200 以上の姓
は全体の 56％の 195,618 件を占めている。後者を母数とした比率では、パーティーダールが 28％、
バニヤーが 26％と、両集団で分析対象の代表者数の 54％を占めている。この結果は、州政府編纂
の製造業者名簿やグジャラート商工会議所名簿の分析結果とも整合的であり、2006 年から 2015 年
までの比較的近年においても、両集団が突出した経営者集団であることが確認できる。この 2 集団
に、「クシャトリヤ」「職人カースト」「バラモン」が各々 8 ～ 10％ほどの比率で続いている。「クシャ
トリヤ」「職人カースト」の中には、クシャトリヤ姓や職人カースト姓を使う指定カーストやその
他後進諸階級も多数含まれている。イスラム教徒は 4％弱の 7000 人ほどであり、分析には十分な
サンプル数である。グジャラート州における指定部族の人口比率は 14％（2011 年）であるが、企
業家として経営に参入するケースは少なく、部族民の比率は 1％ほどと小さい。

次に、表 10 で宗教・カースト集団別の代表的な姓・タイトルを確認しておこう。度数が大きい
順に第 10 位まで表示してあるが、「部族民」「パンジャービー」の分析対象姓数は 10 に満たない。
表中の度数の大きな姓は、グジャラート州の他の経営者名簿にも頻繁にみられる。ちなみに、表中
の上位 20 姓中 17 姓が州政府製造業者名簿でも高度数の姓として分析対象になっていた。とりわ
け、patel と shah の 2 姓は、グジャラート州内の多くの経営者名簿で突出した姓をなしている。た
だし、上位 20 姓以下の順位の姓については、これまで分析してきた 1990 年代までの古い時代の名
簿と相違もみられる。主要な相違点は、パンジャービーを含む非グジャラーティーの姓が増えたこ
と、部族民姓の vasava のように、これまで経営に比較的無縁であった宗教・カースト集団が経営
に参入することにより一部の姓の度数が高まっていることの 2 点である。

主要な姓の語源やその他の特徴については、拙稿（篠田　1995b; 篠田 1996; shinoda 2000）で触
れている。ここでは、宗教・カースト集団別の代表者数に占める上位 10 姓の人数比率を検討して
おこう。この比率は、宗教・カースト集団内部で経営に参入する人々の姓の分散あるいは集中の度
合いを示している。分析対象の姓の種類が 10 種類以内であるために人数比率が 100％になってい
る「部族民」「その他後進諸階級」「パンジャービー」を除くと、「パーティーダール」の同比率が
98％と圧倒的に高い。patel の頻度が突出しているほかに、「パーティーダール」の使用姓の種類が
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比較的少ないためである。同様に、「上位カースト」の場合も分析対象の使用姓の種類が少ないた
めに、同比率が高く表れている。職人カーストも panchal や prajapati などの高頻度の姓が同比率を
高めている。これに対して、バラモンとバニヤーは経営に参入する姓集団が多様であるため、換言
すると裾野が広いために、同比率は比較的低く表れている。クシャトリヤも多様な姓が分析対象と
なっているために、同比率はそれほど高くはない。

表 10：宗教・カースト集団別の代表的姓・タイトルの度数分布

以上の検討を踏まえ、宗教・カースト集団の経済的特性を検討してみよう。

１）産業構成

まず、宗教・カースト集団別の産業構成の特徴を検討する。表 11 から明らかなように、宗教・カー
スト集団別の産業構成をいくつかの類型にまとめることができる。

第 1 は、製造業中心型でパーティーダールと職人カーストの 2 集団がこれに含まれる。彼らの製
造業の比率は 70％を上回っている。職人カーストは「伝統的」職業を中心とした製造業の長い歴
史を持っている。パーティーダールも植民地期から綿工業や食品加工業の経営に参入しており、製
造業には確たる基盤を築いている。この 2 集団は、産業構成における各セクションの比率のバラン
スでも類似点が多い。とくに、卸売業・小売業の比率がともに低く、製造業に傾斜した産業構成が
特徴的である。
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表 11：宗教・カースト集団別産業構成（セクション）別代表者数比率の分布

第 2 は、製造業・サービス業バランス型で、バニヤーと上位カーストが含まれる。彼らは、製造
業に基盤をもつと同時に、卸売業・小売業の比率も比較的に高い。とくに、バニヤーは卸売業・小
売業を「伝統的」職業としてきており、グジャラート州でもっとも強力な商人集団をなしている。

第 3 は、サービス業中心型でバラモンとパンジャービーの 2 集団が含まれる。バラモンの場合は、
卸売業・小売業の他に、管理・サポートサービス、教育、情報・コミュニケーション、芸術等、知
的階級としてのバラモンの特性を生かした多様な分野に企業家として参入している。パンジャー
ビーの場合は、卸売業・小売業や自動車およびオートバイの修理の比率が諸集団中もっとも高いほ
か、建設、輸送と保管にも進出している。総じて、外来の経営集団として比較優位のあるオートモ
バイルや建設などの分野を中心に経営活動を展開している。これら 2 集団は製造業にも参入してい
るが、その比率は諸集団中もっとも低く、50％を下回っている。

第 4 は、資源利用に関わるセクションの比率が比較的高い集団で、クシャトリヤとその他後進諸
階級のふたつが含まれる。ここでの資源開発とは、農林水産業、採掘・採石、建設などの資源開発
と資源利用を指す。この 2 集団には、指定カーストやその他後進諸階級の経営者が多数含まれてい
る。

これらの他、イスラム教徒と部族民も独特の産業構成を示している。イスラム教徒の場合、製造
業の比率が 60％と比較的高い。繊維産業を中心とする自営業をどのように経済的に自立できる方
向に発展させるのかが、大きな課題となっている。給水・廃棄物管理、「その他のサービス活動」
など公衆衛生に関わるセクションの比率も比較的に高い。部族民の産業構成は、経営進出している
セクションの種類が他の集団よりも格段に少ないこと、進出している産業のなかで「その他のサー
ビス活動」の比率が際立って高いこと、「管理・サポートサービス」「専門的、科学的、技術的活動」
の比率が非常に小さいことに特徴がある。彼らが集住している山岳・丘陵地帯の地理的経済的制約
が大きい。また、彼らの集住地にある資源も他の集団にコントロールされているために、農林水産
業、採掘・採石の比率も小さい。
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２）カテゴリー形態

宗教・カースト集団の経営基盤の強弱は、カテゴリー別の代表者数（企業数と同数）とその比率
構成に端的にあらわれる。また、産業分類別の比率分布は、製造業中心型、製造業・サービス業バ
ランス型、サービス業中心型などの類型を把握するためのてがかりとなる。これらを検討するため
に、表 12 に宗教・カースト集団別カテゴリー別産業分類別代表者数と代表者比率の表を掲げる。
上半分は代表者数の実数であり、集団別の経営者の規模の大小が比較できる。下半分は宗教・カー
スト集団別代表者総数に占めるカテゴリー別産業分類別代表者数の比率であり、中企業、小企業、
零細企業間の比率構成が把握できる。

まず、上半分の代表者数の実数から検討する。すべてのカテゴリーにおいて、パーティーダール
とバニヤーの代表者数は突出している。ユニット当たりの投資額規模がもっとも大きい中企業の代
表者数はバニヤー、パーティーダールの順になっており、中企業の代表者総数に占める両者の合計
数の比率は 38％である。小企業と零細企業ではパーティーダール、バニヤーの順で両者の合計数
の比率は、各々 39％と 30％である。このように、パーティーダールとバニヤーのシェアは投資額
規模の大きい中企業と小企業でより顕著である。

表 12：宗教・カースト集団別カテゴリー別産業分類別代表者数と代表者数比率の分布

次に、下半分の代表者数の比率を検討する。パーティーダール、バニヤー、上位カーストの 3 集
団は、宗教・カースト集団別代表者数に占める中企業と小企業の比率が他の集団を大きく上回って
おり、投資額の大きいカテゴリーでの比率が大きい。上位カーストの姓集団は、パーティーダール、
バニヤー、バラモンなどが共通に使用している姓で構成されているため、パーティーダールとバニ
ヤーも多数含まれている。このため、この 3 集団のカテゴリー別代表者数比率の構成は近似してい
る。3 集団ともに、代表者数に占める零細企業の比率は 80％台であり、他の集団の同比率を大きく
下回っている。
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カテゴリー別代表者数比率の構成で、これら 3 集団の対極に位置するのが、部族民とイスラム教
徒の 2 集団である。両集団ともに、代表者数に占める零細企業の比率は 95％以上である。とくに、
部族民の場合は、小企業の設立は僅かであり、中企業は存在しない。このため、代表者の 99.4％は
零細企業に集中している。

他の集団（バラモン、クシャトリヤ、職人カースト、その他後進諸階級、パンジャービー）のカ
テゴリー別代表者数比率の構成は、上で検討した 2 種類のタイプの中間に位置する。この集団のな
かでも、パンジャービー、その他後進諸階級、バラモンの 3 集団は、中企業や小企業の比率がクシャ
トリヤや職人カーストを若干上回っている。

産業分類別の比率の分布から、ここでもパーティーダールと職人カーストの 2 集団は製造業中心
型であること、バラモンとパンジャービーの 2 集団はサービス業中心型であること、バニヤーと上
位カーストの 2 集団は製造業・サービス業バランス型（全集団の製造業・サービス業比率に近似）
であることが確認できる。クシャトリヤ、その他後進諸階級、イスラム教徒の 3 集団では、代表者
の産業分類別分布は製造業とサービス業にほほ 2 分されている。部族民の産業分類は零細企業の
サービス業に集中しており、他の集団とまったく異なるカテゴリー別産業分類別の代表者比率の分
布を示している。

３）経営組織

宗教・カースト集団別の経営組織の構成を表 13 に掲げる。上半分には宗教・カースト集団別の
代表者数の実数を、下半分には宗教・カースト集団別の経営組織別代表者数の比率を示す。経営組
織と産業分類との関連は表 6 で既に検討しているので、本表に産業分類はあえて入れていない。

宗教・カースト集団間の経営組織別の代表者数比率の違いに注目して、集団の特徴を検討してみ
よう。いずれの宗教・カースト集団でも個人企業がもっとも大きな比率を占めているが、集団間に
最大 19 ポイントもの相違がみられる。個人企業の比率がもっとも高いのは、部族民とイスラム教
徒の 2 集団である。とくに、部族民は個人企業の比率が 99.7％もの高率となっている。個人企業は
もっとも容易に商工業に参入できる経営組織であり、零細企業のサービス業はほぼ個人企業の形態
をとっている。これに対して、パーティーダール、バニヤー、上位カーストの 3 集団の個人企業の
比率は諸集団のなかでもっとも低く、80％台前半である。彼らの経営組織の構成は多様化してお
り、投資額や雇用数など経営規模の大きな事業は個人企業以外の経営組織をとっている。個人企業
では資金調達、融資、技術ノウハウの面で大きな制約があるためである。
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表 13：宗教・カースト集団別経営組織別代表者数と代表者数比率の分布

これら 3 集団はパートナーシップの比率が高い点でも共通している。パートナーシップはパート
ナーの間で、資金、労働、技術、経験、ノウハウを共有し合える利点がある一方、経営や利益分配
を巡る確執が表れやすい経営形態である。実際、パートナーの組み合わせは、親族や同族（同カー
スト）にほぼ限定されている（篠田　2016b）。換言すると、宗教・カースト集団が集団としての経
営基盤を有していなければ、パートナーシップでの経営展開は難しいといえる。3 集団のなかでも、
パーティーダールのパートナーシップの比率はとりわけ高く、ここに彼らのビジネスにおける同
カースト内部の結束力の強さの一端が表れている。バニヤーと上位カーストの 2 集団は、その他の
経営組織の比率も非常に近似している。株式会社、有限会社とヒンドゥー家族会社の比率が諸集団
中もっとも高いバラモンとパンジャービーも経営組織が多様化しており、株式会社や有限会社の比
率もバニヤーと上位カーストに次いでいる。クシャトリヤ、職人カースト、イスラム教徒の株式会
社の比率は 0.1％に過ぎず、資本規模の大きい事業へのモービリティに欠けている。

４）投資額と雇用数

宗教・カースト集団別の投資額と雇用数の推移を表 14 で検討しよう。表には、時期別のユニッ
ト当たりの投資額（単位は 10 万ルピー）と雇用数（人）のほかに、全期を通しての平均投資額と
平均雇用数、全期を通しての投資総額と雇用総数およびそれらの比率を表示してある。

表 14：宗教・カースト集団別時期別平均投資額と平均雇用数の推移
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全期を通しての投資総額には、2006 年から 2015 年までに中小零細企業を設立した宗教・カース
ト集団の経済的な実力が端的に表れている。パーティーダールとバニヤーがこの期間の投資総額の
各々 20％弱を占め、両者の合計は 37.3％となる。確かに大きな比率ではあるが、近年はその他の
宗教・カースト集団が経営に参入してきているので、パーティーダールとバニヤーの投資総額に占
める比率は、2006 年以前よりも減少しているとみることができる。この 2 集団に続くのは、職人カー
スト、クシャトリヤ、バラモンの 3 集団であり、各々 3％台後半の比率である。職人カーストは製
造業での長い歴史を持つ。クシャトリヤのなかには、その他後進諸階級や指定カーストに属する比
較的近年に経営に参入した人々も含まれる。バラモンは独立後に経営への参入を加速させ、資本規
模のより大きな事業への投資を進めているために、時期別の平均投資額が第 2 期以降に上昇してい
る。上位カーストの全期を通しての投資総額の比率は 3％ほどとそれほど大きくはないが、その経
営パターンはパーティーダールやバニヤーに類似している。パンジャービーの投資パターンはバラ
モンに類似しているが、全期を通しての投資総額の比率は 1％に満たない。これはグジャラート州
における彼らの経営の歴史が比較的新しいためである。イスラム教徒と部族民の投資総額の比率
は、彼らの州内での人口比を大きく下回っている。

全期平均投資額には、カテゴリー構成、産業構成が大きく反映している。カテゴリー構成がより
高度化し、製造業にもしっかりとした基盤を持つパーティーダール、バニヤー、上位カーストの 3

集団の全期平均投資額は 300 万ルピー前半であり、他の集団の平均投資額を大きく引き離している。
この間の全期平均投資額が 200 万ルピーを若干上回るのは、バラモン、パンジャービー、職人カー
ストの 3 集団のみで、他の集団は 200 万ルピー未満である。部族民は 27 万ルピーときわめて零細
である。

次に、雇用を検討してみよう。全期雇用総数でも、パーティーダールとバニヤーが突出している
が、両者を合わせた比率は 33.3％と全期投資総額比率を若干下回っている。彼らの事業では資本構
成が他の集団よりも高いためである。この 2 集団に、クシャトリヤ、バラモン、職人カーストが 3％
台で続いている。これらの集団は、資本構成が若干低いために、全期雇用総数比率が全期投資総額
比率を少し上回っている。

また、全期平均の雇用数の宗教・カースト集団格差は投資額の格差よりもはるかに小さい。ここ
でも、バニヤーと上位カーストが 9 人台で、それに他の集団が 6~8 人で続いている。部族民の全
期平均雇用数は 4 人弱ともっとも少ない。

５）地域分布

宗教・カースト集団の経営パターンは立地にも多くの影響を受けるので、表 15 に基づき、地域
分布の特徴を把握しておこう。商工業都市や工業団地がグジャラート州内で偏在しており、中小零
細企業の立地は南グジャラートと中央グジャラートに集中している。宗教・カースト集団の地域分
布のパターンは、（1）南グジャラート集中型、（2）中央グジャラート集中型、（3）南・中央グジャ
ラート分散型、（4）その他のパターンに分類できる。
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表 15：宗教・カースト集団別地域別の代表者数および代表者数比率の分布

南グジャラート集中型には、パンジャービーとバニヤーが含まれる。とくに、パンジャービーの
ような外来経営集団はグジャラート州のなかでもっとも開放的国際的なスーラト市を中心とする南
グジャラートを拠点とすることが多い。バニヤーのなかには、ラージャスターン州や他の隣接州か
ら渡来した経営者も多く含まれているため、南グジャラートとの結びつきは強い。中央グジャラー
ト集中型には、部族民、職人カースト、イスラム教徒が含まれる。部族民は中央グジャラートから
南グジャラートにかけての丘陵地帯に集住しているが、南グジャラートでは他の集団との競合が激
しいために、彼らの経営はもっぱら中央グジャラートで展開している。イスラム教徒や職人カース
トの経営者は南グジャラートにも存在するが、アーメダバード市を中心とする中央グジャラートが
彼らのビジネスの中心地となっている。南・中央グジャラート分散型はグジャラート州の宗教・カー
スト集団にとってもっとも一般的な地域分布パターンであり、これにはパーティーダール、バラモ
ン、上位カースト、その他後進諸階級が含まれる。このうち、パーティーダールはもともと農耕カー
ストであり、グジャラート各地に広範に分布しているが、ビジネスに関しては中央グジャラートの
みならず、南グジャラートのダイヤモンド研磨業などのビジネスチャンスをうまく捉え発展してい
る。その他のパターンには、クシャトリヤが含まれる。彼らは、南・中央グジャラートのほかに半
島部にもビジネスの強い地盤を持つ。

６）経営者数の動向

最後に、宗教・カースト集団別の経営者数の動向を、表 16 で確認しておこう。同表の上半分には、
時期別（4 分位）の宗教・カースト集団別の代表者数（人）を、下半分には時期別の代表者数比率（横
列の％）を示している。上半分の代表者数は人数の変動を実数で追える利点がある。しかし、時期
別の宗教・カースト集団間の代表者数の変動をより正確に捉えるためには、下半分の代表者数比率
のデータが適している。
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表 16：宗教・カースト集団別時期別の代表者数および代表者数比率の分布

下半分のデータにみるように、第 1 期から第 4 期にかけて、代表者数比率が増加している集団に
は、バラモン、クシャトリヤ、その他後進諸階級、パンジャービー、イスラム教徒と部族民が含ま
れる。彼らの経営形態は、零細企業の比率とサービス業の比率が比較的高い点で共通している。ど
ちらも、経営への参入を容易にする要因である。

これらの集団のなかで、バラモンは独立後の比較的早い時期に経営参入を開始し、現在は知的階
級としての利点を活用し、教育、芸術、情報産業など多様な分野で経営を展開している。これらの
集団のなかでも成長頭と位置付けることができる。パンジャービーは第 2 期以降に存在感を高めた
新規参入集団であり、その経営形態はバラモンと共通する面が多い。

クシャトリヤとその他後進諸階級は、カテゴリー構成と産業構成が類似している。また、「その
他後進諸階級 (OBCs)」と「指定カースト (SCs)」を多く含んでいる点でも共通している。「その他
後進諸階級」と「指定カースト」は零細企業のサービス業に集中している。

イスラム教徒には、メーモン (Memon) やボーラ―(Bohra) など富裕な経営層も含まれるが少数で
あり、大部分は小規模で伝統的な繊維業やオート修理などのサービス業の経営者である。製造業や
サービス業での長い歴史を持つが、経営形態や技術面での革新性に欠け、時代の流れに取り残され
ている。ただし、繊維業、飲食業、オート修理業など確立された分野を持つとともに、イスラム教
徒による一定の需要に対応する経営も展開している。

部族民の経営者数は人口比に比べると極端に少ないが、その数は増加している。ただし、投資額
の規模は非常に小さく、産業構成も多様化していない。グジャラート州における宗教・カースト集
団のなかで、彼らの経営基盤はもっとも小さく、弱く、後進的である。

以上の諸集団と対照的に、第 1 期から第 4 期にかけて、代表者数比率が減少している集団には、
パーティーダール、バニヤー、職人カースト、上位カーストが含まれる。このグループは、独立後
の経営展開を牽引してきた経営先進集団で構成されている。代表者数比率の減少の背景には、彼ら
に内在する要因と、新興経営集団の台頭など外在的な要因のふたつがある。

とくに、代表者数比率の減少の幅が大きいのはパーティーダールであり、第 1 期の 21％から第 4

期の 14％へと 8 ポイントも減少している。ただし、パーティーダールは全期の投資総額だけでは
なく、平均投資額でもグジャラート州第 1 位の集団であり、近年においてもその優位は揺るいでい
ない。新興経営集団が大量に零細企業を設立したことが、パーティーダールの代表者数比率を低め
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る主要な要因になったと理解できる。
「伝統的」職業をベースとして製造業を担ってきた職人カーストも、この間に代表者数比率を 2

ポイントほど落としている。新たな産業構造と技術革新のなかで、「伝統的」職業で培った技術や
ネットワークに依存する経営戦略では十分に対応できない状況が生じている。バニヤーや上位カー
ストも、第 1 期から第 4 期にかけて、僅かではあるが代表者数比率を下げている。この結果も、新
興経営勢力の台頭によるところが大きい。

以上、検討したように、中小零細企業には多様な産業構成、経営組織、会社形態が含まれている。
宗教・カースト集団別に、それらの相互関連を検討した結果、集団間に非常に大きな経営格差が存
在していることを確認できた。パーティーダール、バニヤー、上位カーストは経営形態やカテゴリー
構成がより高度化しているのに対して、イスラム教徒や部族民の経営形態やカテゴリー構成はその
対極にある。さらに、指定カーストやその他後進諸階級を多く含んでいるクシャトリヤやその他後
進諸階級の経営形態やカテゴリー構成も先進経営集団とは大きな隔たりがある。指定カースト、指
定部族、その他後進諸階級とイスラム教徒は社会関係資本の面でも、後進的な集団を形成している

（篠田　2016a）。これらの集団は、経営面での新興勢力として零細企業に進出しているが、彼らが
経営分野に足場を築けるかどうか、さらに経営形態やカテゴリー構成を高めていけるかどうかが、
彼らの社会経済的発展の帰趨を左右する重要な課題となっている。

おわりに

本稿で使用した中小零細企業の個票データは 2006 ～ 2015 年間をカバーしている。筆者が以前に
分析した州政府製造業者名簿は 1991 年版、グジャラート商工会議所名簿は 1991 年版と 2014 年版
を分析した。グジャラート商工会議所名簿では会員番号の情報を利用し、1960 年代から 2014 年ま
での登録会員の産業構成や宗教・カースト集団構成の動向を跡付けることができた。使用データの
種類により、中小零細企業、小規模工業、より広範な経営組織など、取り扱われている経営組織の
種類は同一ではないが一部重なる部分もあり、経営分野における宗教・カースト集団構成の長期変
動の一端を分析することができた。

筆者は、これらのデータのうち、州政府製造業者名簿とグジャラート商工会議所名簿に依拠して、
グジャラート州が誕生した 1960 年から 1990 年代までの経営展開をバニヤーに対してパーティー
ダールが対抗経営勢力として台頭する過程として描いた。また、職人カーストは伝統的職業をベー
スとする産業分野で確立した経営勢力を成すこと、バラモンも新興経営勢力として成長しているこ
とを確認した。この時代に確立した経営集団のいくつかは、後の時代に、先進経営集団と呼ばれる
までに成長した。

以上の研究との対比で、本稿で分析対象とした時代は、新興の後進経営階級台頭の時代と呼ぶこ
とができる。もちろん、いわゆる先進経営集団が商工業の覇権を掌握していること、新興の後進経
営階級が多大な困難に直面していることを承知したうえである。零細企業やサービス業に傾斜して

大東文化大学紀要〈社会科学編〉第 56号（2018）

─152 ─



いても、新たな風であることに変わりはない。彼らの経営動向の把握は、現代インドの社会経済変
動の核心を理解することにつながる。今後は、後進経営階級の経営の現状、問題、課題を彼らの事
業を対象とした個別事例研究に基づき、明らかにしてゆきたい。
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注
（1）工業コミッショナーは工業局（The Industries Commissionerate）の長である。工業局の主要な任務は、工業発

展に必要な法制を整備し工業改革を進めることにある。また、工業発展を妨げる要因を乗り除く活動も行っ
ている。とくに、中小零細企業の発展のために、諸種の助成計画も推進している。

（2） 2006 年中小零細企業開発法により、工場及び機械への投資額が大工業（Large Industry）よりも小規模な企業が、
その工場及び機械への投資額と産業（製造業かサービス業か）を基準に、零細企業、小企業、中企業の 3 種
類に分類された（分類の具体的な基準は後述）。

（3）社会集団は「指定カースト」（Scheduled Castes:SCs）、「指定部族」（Scheduled Tribes:STs）、「その他後進諸階級」
（Other Backward Classes:OBCs）、「その他」（Other）に区分されている。これらのうち、「その他」を除く社
会集団は、中央政府および州政府による留保政策を含む諸種の優遇政策の受益対象集団となっている。

（4）2006 年中小零細企業開発法に基づき、中小零細企業は県工業センター（District Industries Centres :DICs) に経
営者覚書（Part-I）を提出しなければならない。さらに、事業開始後には、任意であるが、経営者覚書（Part-II）
を県工業センターに提出する。
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